
埼玉県防犯のまちづくり推進計画の策定について（概要）

１ 計画の根拠

令和２年度～令和６年度（５か年）

（１）自分の安全は自分で守るという防犯意識の高揚を図る

・県民や事業者等の防犯意識の啓発

・広く、早く、分かりやすい防犯情報の発信

・県民や事業者等が自ら実施する防犯対策の推進

・来日外国人に対する防犯対策の普及啓発

（２）お互いが支え合う地域社会の形成を図る

・自主防犯活動のさらなる活性化

・事業者等による防犯活動の拡大

・自主防犯活動の新たな担い手の発掘

・県民総ぐるみの防犯活動の推進

・虐待のない地域づくりの推進

・犯罪被害者等支援活動の充実・強化

（３）安全な都市環境の整備を図る

・公共空間の防犯性のさらなる向上
・防犯カメラの設置促進

・防犯性の高い住宅の普及・拡大

・空地、空家等対策の推進

（４）子供を犯罪被害から守る

・学校内及び通学路等における児童・生徒に対する防犯対策の強化
・学校を中心とした安全への取組の強化

・子供の危機回避能力を高める取組の推進

（５）規範意識の高揚を図る

・子供の健全育成のための啓発・教育活動の充実

・「受け子」等、特殊詐欺に加担させないための啓発・教育の推進

・非行防止パトロール活動等の推進

・薬物乱用対策の推進

・子供の立ち直り支援

・大人社会のモラルの醸成

（６）県民に多大な不安を与える犯罪・多発する犯罪への対策を図る

・特殊詐欺撲滅対策の推進
・自転車盗防止対策の推進

・女性を狙った性犯罪やストーカー・ＤＶ等の防止対策の推進

・住宅対象侵入窃盗対策の推進

・サイバー犯罪対策の推進

（７）警察活動の充実強化を図る

・警察基盤・警察活動の充実強化

・自主防犯活動団体との連携強化

・効率的な捜査・検挙活動の推進

２ 計画策定の趣旨と基本目標

（趣旨）

刑法犯認知件数の大幅な減少などの成果を上げた現計画の体系を生かしつつ、

さらに当面する重要課題にも的確に対応するため防犯のまちづくりに関する長期

的な目標及び総合的な施策などを定めるもの

（基本目標）

県民が安全で安心して暮らせるよう犯罪を防止・減少させるための地域環境を

つくる

防犯のまちづくり推進条例第８条

４ 計画のポイント

（１） 計画は条例の基本理念に基づき、当面する重要課題への対応等を加えた７つ

の施策ごとに取組を体系化

（２）基本目標を達成するため、施策には可能な限り数値目標を設定

（３）毎年度、計画の達成状況を評価

５ 本県における犯罪情勢

（１）刑法犯認知件数
１８１，３５０件（平成１６年）→ ６０，００１件（平成３０年）

（２）刑法犯検挙率

１２．８％（平成１４年）→ ３０．７％（平成３０年）
（３）特殊詐欺

７９６件、被害額約２７．７億円（平成２５年）
→ １，５２７件、被害額約２６億円（平成３０年）

（４）女性を狙った性犯罪・ストーカー
<性犯罪>          ５９０件（平成２５年）→ ４７０件（平成３０年）
<ストーカー> １，１３２件（平成２５年）→ １，１９３件（平成３０年）

（５）自転車盗

<認知件数> 
３６，０２６件（平成１６年）→ １７，０２６件（平成３０年）

<全刑法犯に占める割合>
１９．９％（平成１６年）→ ２８．４％（平成３０年）

７ 施策の展開

６ 長期目標

（長期目標）人口千人当たりの刑法犯認知件数

現状値 ８．２件（平成３０年） → 目標値 ７．４件（令和６年）

３ 計画期間

※下線は新規項目

埼玉県５か年計画
（令和４年度～８年度）
における指標の変更に伴い、

５．７件に修正

５．７



指 標 名 現 状 値
（平成３０年）

目 標 値
（令和６年）

１ 自分の安全は自分で守るという防犯意識の高揚を図る
県職員による防犯のまちづくり

出前講座の受講者数
８，８４７人

/年度
１５，０００人

/年度

防犯のまちづくりホームページ
アクセス件数

５，６０７件
/月

６．０００件
/月

２ お互いが支え合う地域社会の形成を図る
自主防犯活動が実施されている

地域の割合
８８．９％ ９０％

自主防犯活動団体への研修 全団体 全団体

青色防犯パトロール車両台数 ６８２台 １，０００台

埼玉県防犯のまちづくりに関する
協定締結事業者・団体

１２１事業者
・団体

１６０事業者
・団体

３ 安全な都市環境の整備を図る

【新規】市町村の防犯カメラの設置
台数

８，９８９台 １０，０００台

【新規】空家等対策計画策定
市町村数

３４市町村 ５０市町村

４ 子供を犯罪被害から守る

通学路等における子どもの見守り
活動実施率
（公立小・義務教育学校）

１００％ １００％

子ども１１０番の家の数 ６９，４４５
か所

７０，０００
か所

教職員対象の防犯研修会の実施率
（公立小・中・義・高・特別支援学校）

１００％ １００％

児童生徒を対象とした防犯教育
（防犯教室等）の実施率
（公立小・中・義・高・特別支援学校）

１００％ １００％

学校等における地域安全マップの
更新（見直し）実施率

（公立小・中・義務教育学校）
９５％ １００％

（計画の指標）

５ 規範意識の高揚を図る
学校における非行防止教室の

実施率
（公立小・中・義・高等学校）

１００％ １００％

【新規】声掛けを行う非行防止
夜間パトロールの実施
市町村

５６市町村 ５７市町村

６ 県民に多大な不安を与える犯罪・多発する犯罪への対策を図る

「お達者訪問事業」の訪問
世帯数

単身・夫婦
高齢者全世帯

単身・夫婦
高齢者全世帯

【新規】全市町村による「振り込
め詐欺被害防止ワーク
ショップ」の開催

－ 全市町村

女性の安全・安心ネットワーク
参加団体数

２９団体 １００団体

自転車盗の認知件数 １７，０２６件 １５，０００件

指 標 名 現 状 値
（平成３０年）

目 標 値
（令和６年）


